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昨
年
に
個
人
市
・
府
民
税
（
以
下
「
個
人

住
民
税
」）
申
告
書
を
提
出
し
た
人
を
対
象

に
、
平
成
27
年
度(

平
成
26
年
分
）
の
個
人

住
民
税
申
告
書
を
１
月
19
日
（
月
）
ご
ろ
に

発
送
予
定
で
す
。

　
新
た
に
個
人
住
民
税
申
告
書
が
必
要
な
人

は
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

　
ま
た
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
は
１
月
下
旬

に
掲
載
し
ま
す
。

問
課
税
課
市
民
税
係

℡
０
６・６
９
９
２・１
４
５
６

　
償
却
資
産
と
は
、
土
地
お
よ
び
家
屋
以
外

の
事
業
用
に
供
す
る
こ
と
が
で
き
る
資
産

で
、
そ
の
減
価
償
却
額
（
費
）
が
法
人
税
法

ま
た
は
所
得
税
法
の
規
定
に
よ
る
所
得
の
計

算
上
、
損
金
ま
た
は
必
要
な
経
費
に
算
入
さ

れ
る
も
の
を
言
い
ま
す
。

　

市
内
に
償
却
資
産
を
所
有
し
て
い
る
人

は
、
平
成
27
年
１
月
１
日
現
在
の
償
却
資
産

の
内
容
（
取
得
年
月
、
取
得
価
格
、
耐
用
年

数
な
ど
）
を
申
告
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

２
月
２
日
（
月
）
ま
で
に
申
告
書
を
課
税
課

家
屋
係
へ
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

問
課
税
課
家
屋
係

℡
０
６・６
９
９
２・１
４
７
４

　
市
で
は
ｅ
Ｌ
Ｔ
Ａ
Ｘ
【
電
子
申
告
＝
（
地

方
税
ポ
ー
タ
ル
シ
ス
テ
ム
）】
を
利
用
し
た

「
給
与
支
払
報
告
書
」
の
提
出
を
推
進
し
て

い
ま
す
。
ｅ
Ｌ
Ｔ
Ａ
Ｘ
の
詳
し
い
内
容
や
手

続
き
な
ど
は
、（
社
）地
方
税
電
子
化
協
議
会

HPhttp://w
w

w
.eltax.jp/

　
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

　
な
お
、
給
与
支
払
報
告
書
を
電
子
申
告
す

る
と
、
紙
で
の
提
出
は
、
不
要
で
す
。
給
与

支
払
報
告
書
の
提
出
期
限
は
、
２
月
２
日

（
月
）
で
す
。

問
課
税
課
市
民
税
係

℡
０
６・６
９
９
２・１
４
５
６

「
給
与
支
払
報
告
書
」の
提
出
は

　
　
　
　
　
　
　
　
　
ｅ
Ｌ
Ｔ
Ａ
Ｘ
で

個
人
住
民
税
申
告
書
の
発
送

　市では、平成２７年度分個人住民税の申告受付を2月
１６日（月）～3月１６日（月）（土・日曜を除く）に中央
公民館で行いますが、混雑緩和のため、下表のとおり臨
時・休日受付をします。申告に関する関係書類および印
かんを持参してください。
　なお、所得税の確定申告や還付申告は、税務署へ申告
してください。税務署へ確定申告や還付申告を提出し
た人は、個人住民税の申告の必要はありません。

個人住民税申告の
臨時・休日受付

日程 公民館 受付時間
2月  3日（火） 東部 ９：3０～１4：００

4日（水） ９：3０～１2：００
５日（木） 庭窪 ９：3０～１4：００
6日（金） 南部 ９：3０～１2：００

１4日（土） 中央 １０：００～１５：００3月１５日（日）

■臨時・休日受付会場

税
の
お
知
ら
せ

 

償
却
資
産（
固
定
資
産
税
）の
申
告

インター
ネットで

簡単便利
に♬

税もりトピ

お気軽に
問い合わせて

ください
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税もりトピ 税 もりトピ

　
公
的
年
金
な
ど
収
入
金
額
の

合
計
額
が
４００
万
円
以
下
（
注
１
）

で
、
か
つ
、
公
的
年
金
な
ど
に

係
る
雑
所
得
以
外
の
所
得
金
額

（
注
２
）
が
20
万
円
以
下
で
あ

る
場
合
に
は
、
所
得
税
の
確
定

申
告
を
す
る
必
要
が
な
く
な
り

ま
し
た
。

　

こ
の
場
合
で
も
、
所
得
税
の

還
付
を
受
け
る
た
め
の
確
定
申

告
書
を
提
出
す
る
こ
と
が
で
き

ま
す
。

　
公
的
年
金
な
ど
に
係
る
雑
所

得
以
外
の
所
得
が
あ
り
、
そ
の
所

得
金
額
が
20
万
円
以
下
で
所
得

税
の
確
定
申
告
が
必
要
の
な
い

場
合
で
も
、
住
民
税
の
申
告
が
必

要
な
場
合
が
あ
り
ま
す
。

※
（
注
１
）
複
数
か
ら
受
給
し
て

い
る
場
合
は
、
そ
の
合
計
額
で

す
。

※
（
注
２
）「
公
的
年
金
な
ど
に

係
る
雑
所
得
以
外
の
所
得
」
で

主
な
も
の
の
所
得
金
額
の
計

算
方
法
は
、
左
表
の
と
お
り
で

す
。

～
公
的
年
金
な
ど
を
受
給
し
て
い
る
人
へ
～

所得の種類 所得の内容 所得金額の計算方法

給与所得 給与・賞与、パー
ト収入など

なお、 給与などの収
入金額が ８５ 万円を
超える場合には、 所
得金額は ２０ 万円を
超えることになりま
す。

雑所得
（公的年金など以外）

個人年金、原稿
料、シルバー人
材センターの配
分金収入など

総収入金額－必要
経費

配当所得
※上場株式などに係
る配当所得の申告
不要制度を選択した
場合は除きます。

株 式や出資の
配当など

収入金額－株式など
を取得するための借
入金の利子

一時所得 生命保 険の満
期返戻金など

｛ 総収入金額－収入
を得るために直接要
した金額－特別控除
額 ( 最高 ５０ 万円 ）｝×
１/２

 

税
務
署
か
ら
の
お
知
ら
せ

固定資産税・
都市計画税

～納税通知書の再発行～

　

納
税
通
知
書
は
、
納
税
通
知

書
の
名
宛
人
に
「
固
定
資
産
税

額
の
確
定
」
と
「
納
付
を
請
求
」

す
る
も
の
で
あ
り
、
納
税
通
知

書
の
送
達
を
受
け
た
人
に
は
、

賦
課
処
分
と
い
う
法
的
効
果
が

発
生
し
ま
す
。

　

す
で
に
納
税
通
知
書
が
送
達

さ
れ
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、

再
度
納
税
通
知
書
を
発
行
す
る

と
、
納
税
義
務
者
の
人
に
２
回

賦
課
処
分
を
行
っ
た
こ
と
に

な
っ
て
し
ま
う
た
め
、
再
発
行

で
き
ま
せ
ん
。
納
税
通
知
書
を

紛
失
な
ど
の
場
合
で
、
課
税
内

容
を
再
度
確
認
し
た
い
と
き
は
、

名
寄
帳
の
写
し
を
交
付
（
有
料
）

し
て
い
ま
す
の
で
、
利
用
し
て

く
だ
さ
い
。

ご存知
ですか納税通知書を

紛失したら？

　
個
人
市
・
府
民
税
（
普
通
徴
収

分
）、固
定
資
産
税・都
市
計
画
税
、

軽
自
動
車
税
な
ど
の
納
期
が
過
ぎ

て
い
ま
す
。
納
め
て
い
な
い
人
は

至
急
納
税
課
ま
で
連
絡
し
て
く
だ

さ
い
。

問
納
税
課

℡
０
６・６
９
９
２・１
８
５
１

　
　
　
　
　
　
　
～
１
８
５
４

忘
れ
て
い
ま
せ
ん
か

市
税
の
納
付

　個人市・府民税（普通徴収分）、固定資産
税・都市計画税、軽自動車税などの納付に
は、便利な口座振替をぜひ利用してくださ
い。なお、平成 ２７ 年度分口座振替の申し込
みや変更は、3月 3１ 日（火）までに納税課または
市内金融機関などで申し込んでください。
　すでに利用している人は、自動継続されます。
問納税課　℡ ０６-６99２-１８５１～１８５４

納税には
便利な口座振替の
ご利用を

＜広告＞ ＜広告＞

広告掲載のお問い合わせは、㈱ライダース・パブリシティ（℡06-6343-0331）へ。広告内容に関する一切の責任は広告主へ帰属します。
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税もりトピ

　
災
害
に
よ
り
住
宅
や
家
財
な
ど

に
損
害
を
う
け
た
と
き
は
、
確
定

申
告
な
ど
で
「
災
害
減
免
法
」
に

定
め
る
税
金
の
軽
減
免
除
に
よ
る

方
法
、「
所
得
税
法
」
に
定
め
る

雑
損
控
除
の
方
法
の
ど
ち
ら
か
有

利
な
方
法
を
選
ぶ
こ
と
に
よ
っ

て
、
所
得
税
の
全
部
ま
た
は
一
部

を
軽
減
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

◆
確
定
申
告
が
必
要
な
人　

①
所
得
税
の
納
付
額
を
軽
減
す
る

た
め
、
災
害
減
免
法
や
雑
損
控

除
の
適
用
を
受
け
る
人

②
事
業
者
の
人
で
、
被
災
な
ど
に

よ
り
所
得
金
額
が
赤
字
に
な
っ

た
人
で
、
純
損
失
の
金
額
を
翌

年
以
後
に
繰
り
越
す
人
（
白
色

申
告
者
の
場
合
と
青
色
申
告
者

の
場
合
で
は
計
算
方
法
が
異
な

り
ま
す
）

③
サ
ラ
リ
ー
マ
ン
の
人
な
ど
で
、

所
得
税
の
還
付
を
受
け
る
た

め
、
災
害
減
免
法
や
雑
損
控
除

の
適
用
を
受
け
る
人
（
源
泉
徴

収
票
の
「
源
泉
徴
収
税
額
」
欄

が
「
０
」
と
な
っ
て
い
る
場
合

に
は
、
所
得
税
は
還
付
さ
れ
ま

せ
ん
）

④
そ
の
年
中
の
給
与
な
ど
に
つ
い

て
、
災
害
減
免
法
に
よ
り
源
泉

徴
収
税
額
の
徴
収
猶
予
や
還
付

を
受
け
た
人

⑤
雑
損
控
除
の
金
額
が
所
得
金
額

を
上
回
る
た
め
、
引
き
切
れ
な

か
っ
た
雑
損
失
の
金
額
を
翌
年

に
繰
り
越
す
人
な
ど

◆
用
意
し
て
い
た
だ
く
も
の

①
被
害
を
受
け
た
住
宅
の
取
得
年

月
、
床
面
積
お
よ
び
自
家
用
車

の
取
得
年
月
な
ど
が
分
か
る
も

の（
売
買
契
約
書
な
ど
で
そ
の

取
得
価
格
の
分
か
る
も
の
お
よ

び
修
繕
費
な
ど
の
災
害
関
連
支

出
の
領
収
書
が
残
っ
て
い
れ
ば

併
せ
て
用
意
し
て
く
だ
さ
い
）

②
保
険
金
な
ど
で
補
て
ん
さ
れ
る

金
額
が
あ
る
場
合
、
そ
の
金
額

が
分
か
る
書
類

③
り
災（
被
災
）証
明
書
の
写
し
な

ど
④
源
泉
徴
収
票
（
サ
ラ
リ
ー
マ
ン

の
方
）
な
ど
の
確
定
申
告
関
係

の
書
類

⑤
振
込
先
金
融
機
関
の
口
座
番
号

（
申
告
す
る
方
の
名
義
の
口
座

に
限
る
）の
分
か
る
も
の
、
印

か
ん

問
門
真
税
務
署

℡
０
６
・
６
９
０
９
・
０
１
８
１

問
課
税
課
市
民
税
係

℡
０
６
・
６
９
９
２
・
１
４
５
６

～
災
害
に
よ
り
被
害
を
受
け
ら
れ
た
人
へ
～

災害減免法 所得金額の計算方法
損失の発生原因 災害による損失に限られます。 災害、盗難、横領による損失が対象となります。

対象となる資産
の範囲など

損害額が住宅または家財の2分の１以上
であることが必要です。

（損害額とは、所得税法の差引損失額
と同じです。）

生活に通常必要な資産に限られます。
( 棚卸資産や事業用の固定資産、山林、 生活に通常必要でない資産
は除かれます ）

控除額の計算
または所得税の
軽減額

その年の
所得金額

所得税の
軽減額

控除額は次の①と②のうちいずれか多い方の金額です。
①差引損失額ー所得金額の １０ 分の １
②差引損失額のうち災害関連支出の金額 －５ 万円
(注）
イ 差引損失額 ＝ 損失金額－保険金などによって補てんされる金額
ロ 災害関連支出滅失した住宅、 家財を除去するための費用など災

害などに関連してやむを得ない支出をした金額をいいます。
※イの「損害金額」には、ロの「災害関連支出」の金額を含みま

す。  

５００ 万円以下 全額免除
５００ 万円　
７５０ 万円以下 2分の１の軽減

７５０ 万円超
１,０００ 万円以下 4分の１の軽減

参考事項

・損 害を 受けた 年 分 の 所 得 金 額 が
１,０００ 万円以下の人に限ります。

・「被災した住宅、家財等の損失額の計
算書」など、住宅または家財の損失
状況が分かる書類を確定申告書に添
付することが必要です。

・ 災害関連支出については、領収書を確定申告書に添付するか、 確
定申告書を提出する際に提示することが必要です。

・ 損失額が大きくて、その年の所得金額から控除しきれない金額は、
翌年以後 3 年間に繰り越して各年の所得金額から控除できます。

広告掲載のお問い合わせは、㈱ライダース・パブリシティ（℡06-6343-0331）へ。広告内容に関する一切の責任は広告主へ帰属します。

＜広告＞
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門
真
税
務
署
の
確
定
申
告
会
場
は
「
守
口
門
真
商
工
会
館
」

　
還
付
申
告
セ
ン
タ
ー
で
は
、
申

告
書
用
紙
・
届
出
書
な
ど
の
交

付
、
申
告
書
作
成
ア
ド
バ
イ
ス

お
よ
び
申
告
書
の
受
付
を
行
っ

て
い
ま
す
。
住
所
に
か
か
わ
ら

ず
、
ど
こ
の
会
場
で
も
利
用
で

き
ま
す
。

署外申告会場

会場 開催日程
【土・日曜、祝日を除く※】 相 談 時 間

守口門真商工会館
2月  ４ 日（水）

～

3月 １６ 日（月）

9:００～１７:００
※ 混雑状況により、１６ 時

頃に受付を終了する場合
があります。

還付申告センター

会場 開催日程
【土・日曜、祝日を除く※】 相 談 時 間

ＪＲ北新地駅前会場
（大阪駅前第2・
  第3ビル間地下歩道）

2月3日（火）～ ２７ 日（金） 9:3０～１６:００

枚方会場
（メセナひらかた6Ｆ） 2月4日（水）～ １3 日（金） １０:００～１６:００

奈良会場
（奈良県西奈良県民センター） 2月3日（火）～ １3 日（金） 9:3０～１６:００

※開催日程の期間中、税務署庁舎内に申告相談会場はありません。
※閉庁日対応により、２ 月 ２２ 日および 3 月 １ 日の日曜日は開催する予定です。
※ 贈与税の申告相談についても、署外申告会場（守口門真商工会館）で対応してい

ます。

還付申告特設会場

会場 開催日程 相談時間
大東市立市民会館

（2階大集会室） 2月4日（水）～6日（金） 9：3０～１１：3０

１3：００～１５：００四條畷市民総合センター
（１階展示ホール） 2月１２ 日（木）・１3 日（金）

２
月
4
日（
水
）か
ら

確
定
申
告
相
談
会
場

開
設

至京橋

国
道
163
号
線

守口門真
商工会館

国道163号線

菊水通2

門真市駅 京阪電車

至枚方市

柳町

中
央
環
状
線

コーナン

モノレール
門真市駅

近
畿
自
動
車
道

確定申告会場

税務署消防署

N

還
付
申
告
セ
ン
タ
ー

開
設

時 

２
月
４
日（
水
）～
３
月
16
日

（
月
）

※
土
・
日
曜
、
祝
日
を
除
く（
た

だ
し
、
２
月
22
日（
日
）、
３

月
１
日（
日
）は
開
設
。
大
変

混
雑
す
る
こ
と
が
予
想
さ
れ

ま
す
の
で
、
あ
ら
か
じ
め
ご

了
承
く
だ
さ
い
）

時
午
前
９
時
～
午
後
５
時

場
門
真
市
殿
島
町
６

－

４

※
会
場
で
は
納
税
で
き
ま
せ
ん

（
近
く
の
金
融
機
関
な
ど
を
利

用
し
て
く
だ
さ
い
）

　
開
設
期
間
中
、
門
真
税
務
署
庁

舎
内
で
は
作
成
済
の
申
告
書
の
受

付
（
提
出
）、
納
税
、
納
税
証
明

書
の
発
行
お
よ
び
用
紙
の
交
付
の

み
を
行
い
、
申
告
相
談
は
行
い
ま

せ
ん
の
で
、注
意
し
て
く
だ
さ
い
。

※
会
場
の
都
合
上
、
な
る
べ
く
午

後
４
時
ご
ろ
ま
で
に
お
越
し

く
だ
さ
い
。

※
会
場
は
駐
車
場
が
あ
り
ま
せ
ん

の
で
、
車
で
の
来
場
は
ご
遠

慮
く
だ
さ
い
。

問
門
真
税
務
署
個
人
課
税
部
門

℡
０
６・６
９
０
９・０
１
８
１

※
自
動
音
声
に
よ
る
案
内
で
す
。

ア
ナ
ウ
ン
ス
に
従
い
操
作
し

て
く
だ
さ
い
。

保険もりトピ 税 もりトピ


